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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、企業としての社会的責任を自覚し、持続的に企業価値を高めていくことを基本とし、
経営機構における監督機能を強化するとともに、透明性、適法性を確保しつつ、迅速な業務執行体制の確立を図っております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

白石　崇 1,313,800 50.28

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 407,600 15.60

ＧＯＬＤＭＡＮ　ＳＡＣＨＳ　ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ

（常任代理人ゴールドマン・サックス証券株式会社）
118,251 4.52

ライトアップ従業員持株会 55,700 2.13

ＳＢＩベンチャー企業成長支援３号投資事業有限責任組合 47,700 1.82

ＭＯＲＧＡＮ　ＳＴＡＮＬＥＹ＆ＣＯ．ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ　ＰＬＣ

（常任代理人モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券株式会社）
38,000 1.45

ＳＢＩベンチャー企業成長支援４号投資事業有限責任組合 34,500 1.32

ＳＢＩアドバンスト・テクノロジー１号投資事業有限責任組合 26,400 1.01

株式会社コールマンパートナーシップ 24,900 0.95

ＳＢＩベンチャー企業成長支援２号投資事業有限責任組合 24,300 0.93

支配株主（親会社を除く）の有無 白石崇

親会社の有無 なし

補足説明

(1)上記大株主の状況は、2019年３月31日現在の株主名簿に基づいて記載しております。

(2)上記のほか、当社保有の自己株式が290,300株あります。

(3)2018年10月４日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、株式会社りそな銀行が2018年９月28日現在で以下の
株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2019年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主
の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　保有株券当の数（株）　　　株券等保有割合（%）

株式会社りそな銀行　　　　　　　　　　大阪府大阪市中央区備後町２-２-１　　　　　　　　　　242,500　　　　　　　　　　　　　8.35

(4)2019年４月５日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、みずほ証券株式会社及びその共同保有者であるア
セットマネジメントOne株式会社が2019年３月29日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2019年３月31日現在
における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　保有株券当の数（株）　　　株券等保有割合（%）

みずほ証券株式会社　　　　　　　　 　東京都千代田区大手町１-５-１　　　　　　　　　　　　　　44,100　　　　　　　　　　　　　1.52



アセットマネジメントOne株式会社　　東京都千代田区丸の内１-８-２　　　　　　　　　　　　　 160,000　　　　　　　　　　　　　5.51

合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 204,100　　　　　　　　　　　　　7.03

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 マザーズ

決算期 3 月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

当社と支配株主との取引につきましては、一般の取引と同様の適切な条件とすることを基本とし、取引内容及びその妥当性について取締役会等
において審議することとしております。

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 8 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 6 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され

ている人数
2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

吉川　浩永 他の会社の出身者

原　大二郎 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

吉川　浩永 ○ 該当事項はありません。

吉川浩永氏は、事業会社における取締役とし
ての豊富な経験を有しております。また、当社
が株式を上場する金融商品取引所に定める一
般株主と利益相反の生じるおそれがあるとされ
る事項に該当しておらず、独立性を有している
ことから、独立役員として指定しております。

また、同氏はかつて親会社であったオプトホー
ルディンググループにおいて2014年まで業務を
執行しておりましたが、出身会社を退職してか
ら相当な期間が経過し、またその間独立した活
動を行っており、出身会社の意向に影響される
立場にないと考えております。



原　大二郎 ○ 該当事項はありません。

原大二郎氏は、弁護士としての豊富な経験と
有しております。また、当社が株式を上場する
金融商品取引所に定める一般株主と利益相反
の生じるおそれがあるとされる事項に該当して
おらず、独立性を有していることから、独立役
員として指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

内部監査人と監査役は、相互に計画書や監査書類に閲覧し、情報交換を定期的に行っております。

また、内部監査人と監査役及び会計監査人の間の情報交換、意見交換については、期末及び四半期ごとに開催される四半期クリアンランスミー
ティングに内部監査人と監査役が出席することで情報の共有を図っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

細川　幸一郎 他の会社の出身者

大雲　卓雄 その他

本行　隆之 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



細川　幸一郎 ○ 該当事項はありません。

細川幸一郎氏は、事業会社における取締役と
しての豊富な経験を有しております。また、当
社が株式を上場する金融商品取引所に定める
一般株主と利益相反の生じるおそれがあるとさ
れる事項に該当しておらず、独立性を有してい
ることから、独立役員として指定しております。

大雲　卓雄 ○ 該当事項はありません。

大雲卓雄氏は、司法書士としての豊富な経験
を有しております。また、当社が株式を上場す
る金融商品取引所に定める一般株主と利益相
反の生じるおそれがあるとされる事項に該当し
ておらず、独立性を有していることから、独立役
員として指定しております。

本行　隆之 ○ 該当事項はありません。

本行隆之氏は、公認会計士であるほか、事業
会社における取締役や監査役等としての豊富
な経験を有しております。また、当社が株式を
上場する金融商品取引所に定める一般株主と
利益相反の生じるおそれがあるとされる事項に
該当しておらず、独立性を有していることから、
独立役員として指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

当社は、東京証券取引所の独立性基準に基づき、独立役員の資格を充たす社外役員をすべて独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

該当事項はありません。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、従業員

該当項目に関する補足説明

該当事項はありません。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

報酬等の総額が１億円以上であるものが存在しないため、開示しておりません。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役の報酬については、株主総会の決議により定められた取締役の報酬限度額の範囲内において、取締役会に決議により決定しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役や社外監査役のサポートにつきましては、管理グループにて行っております。取締役会の資料は取締役会の３日程度前までにアジェ
ンダや基本資料を送付し、社外取締役及び社外監査役が十分な検討時間を確保するとともに、必要に応じて事前説明を行っております。



２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は、監査役設置会社としてコーポレート・ガバンス体制を構築しております。この体制により経営の意思決定機関である取締役会に業務執行
の権限と責任を集中させ、別に監査役及び監査役会に取締役会に対する監査機能を担わせることで、適切な経営の意思決定と業務執行を実現
するとともに機能的に十分に牽制の効くコーポレート・ガバナンスの体制が確立されております。

当社定款により取締役の員数は８名以内、任期は選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時まで
と定められており、本書提出日現在、取締役会は取締役６名（内、社外取締役２名）で構成されております。また、監査役の員数は、５名以内、任
期は選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のもの関する定時株主総会の終結の時までと定められており、本書提出日現在、監査役会
は監査役３名（全て社外監査役）で構成されております。取締役会は原則月１回開催するほか必要に応じて機動的に開催し、経営上の意思決定
機関として法令及び定款に定められた事項ならびにその他重要な経営に関する事項を決議し、それに基づいた業務執行状況を監督しておりま
す。

また、常勤取締役、常勤監査役、執行役員及びマネージャーが出席する予算進捗会議を開催し、経営状況と業務運営について審議し、経営判断
の迅速化と適正化を向上に努めております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、監査役制度を採用しており、取締役会による業務執行の監督と監査役による監査を軸とした経営監視体制を構築しております。当社がこ
のような体制を採用している理由は、「コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報１．基本的な
考え方」で記載のとおり、企業としての社会的責任を自覚し、持続的に企業価値を高めていくことができる体制であると考えているためであります。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主総会招集通知については、早期発送（開催日の２週間前以上）に努め、自社ホーム
ページにおいても掲載しております。

集中日を回避した株主総会の設定
株主総会開催日は、他社の集中日を避けるとともに、株主が出席しやすい場所（ホテル
等）を確保してまいります。

電磁的方法による議決権の行使 今後の検討課題と考えております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

今後の検討課題と考えております。

招集通知（要約）の英文での提供 今後の検討課題と考えております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 当社ホームページのＩＲサイトにて開示することを検討しております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催
現在具体的な検討は行っておりませんが、今後の検討課題として考えておりま
す。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

決算説明会を定期的に開催しております。 あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
現在具体的な検討は行っておりませんが、今後の株主構成を考慮しながら検
討してまいります。

なし

IR資料のホームページ掲載 当社ホームページのＩＲサイトにて開示資料等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 管理グループがＩＲを担当しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は、株主、投資家、地域社会をはじめとする全てのステークホルダーの皆様に対し
て、適時・適切に会社の情報を開示することは上場企業としての責務であり、この責務を果
たすことが健全な証券市場を担う一員として必要不可欠であることを十分に認識し、常に
株主や投資家の皆様の視点に立ち、迅速・正確かつ公平な会社情報の開示を行うことが
できることが重要であると考えております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施 現在具体的な検討は行っておりませんが、今後、検討課題であると考えております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「投資家への適時、適切な会社情報の開示が健全な証券市場の根幹をなすものである」と
いうことを認識し、「投資家の視点に立った迅速、正確かつ公正な会社情報の開示を徹底
する」ことを基本として対応してまいります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、経営の透明性の向上とコンプライアンス遵守の経営を徹底するため、コーポレート・ガバナンス体制の強化を図りながら、経営環境の変
化に迅速に対応できる組織体制を構築することを重要な経営課題と位置付けております。業務の適正性を確保するための体制として、「内部統制
システム整備の基本方針」を定め、その基本方針に基づき内部統制システムの運用を行っております。その概要は以下のとおりです。

イ.取締役、使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

ロ.取締役の職務の執行にかかわる情報の保存および管理に関する体制

ハ.損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ニ.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ホ.監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性およ
び、当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

へ.取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制並びに監査役へ報告した者が当該報告をしたこと
を理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

ト.監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い、または償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に
係る方針に関する事項

チ.その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

リ.反社会的勢力との取引排除に向けた基本的考え方およびその整備状況

ヌ.財務報告の信頼性を確保するための体制

ル.リスク管理体制の整備状況について

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、反社会的勢力とはいかなる関係も持たず、不当要求等については毅然とした態度で対応することを方針としております。

その内容につきましては、社内通達や朝礼等の機会を利用し、定期的に周知徹底を図っております。

当社における反社会的勢力排除体制として「反社会的勢力排除に関するマニュアル」を制定し、反社会的勢力対応部署は管理グループ、その責
任者は管理グループ担当取締役もしくは執行役員と定めております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社のコーポレート・ガバナンス体制は以下の通りです。



株主総会 

取締役会 会計監査人 監査役会 

代表取締役 内部監査人 

各部署 

選任・解任 選任・解任 

内部監査 指示 

選定・解職・監督 

報告 

監査 連携 

連携 

報告 連携 

指示 

報告 

監査 

選任・解任 



選任・解任 


